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１．背景 

 九州地方整備局遠賀川河川事務所では、小中学校の教諭、学識経験者、遠賀川で活躍する市民団体、直方市

（教育委員会，産業建設部）、および北九州教育事務所で構成される「遠賀川河川環境教育研究会」を平成 13

年に設立し、遠賀川を活かした環境教育に必要な場や人材・ネットワーク等の課題に取り組み、小中学校での

環境教育の支援などを行っている． 

これまで、この研究会が支援してきた主な教育分野は、総合的な学習の時間等で行われる水質や生物調査、

流水模型などを使った理科教育であり、教科でみると小学 4年の総合的な学習、小学 5年の理科が多く、主に

自然環境の内容である． 

一方で、我が国では局地的豪雨の発生の増加傾向が指摘されており、これに伴う氾濫被害の軽減や水難事故

の対策 1),2)として「地域防災力の維持・向上」や「防災情報の共有」、「防災意識の向上」が必要とされるなか、

河川管理者は平常時から河川情報の発信に努めることが求められている．また、河川や地域特性を反映した河

川の維持管理 3)に向け、河川の魅力を引き出し次世代へ継承していくため、次世代を担う子供達の教育の現場

の中で、治水上、利水上、環境上の広い観点から河川と地域のかかわりや河川の魅力について理解を深めてい

く取り組みを推進することなどが求められている． 

このような背景を踏まえ、今後は、自然環境の情報に限らず、環境保全や河川整備,維持管理（不法投棄・

不法占用など）、防災（河川の安全な利用・災害などの活動に資する情報提供）といった河川情報を活かした

教育についても支援していくことが必要と考えられる．そのため本報では、小中学校での各教科と河川情報・

環境教育との関わりを再整理したうえで、小・中学校教育に資する「教材としての河川情報の活用の可能性」

について提案するものである． 

２．河川情報・環境教育に関わる新しい学習指導要領の改訂内容 

平成 20 年に新しい学習指導要領が示され、実施については平成 21 年度からの移行措置を経て小学校は平成

23 年度、中学校は平成 24 年度から完全実施される予定である．新しい学習指導要領は「生きる力」を育むと

いう基本理念を引き継ぎつつ、理念の実現のために「体験的な学習」や「課題解決的な学習」が益々重要とな

り、指導面においては「地域全体で学校を支援する体制の構築」なども重要となっている 4)． 

学習指導要領の改訂を河川分野との関わりでみると、まず教育の目標に「公共の精神」「社会形成に参画す

る態度」「生命や自然の尊重」「環境の保全」「伝統と文化を尊重し、それを育んできた我が国と郷土を愛する」

が新たに規定されたことである．また具体の内容の変更点としては、河川環境教育が実施されていた総合的な

学習の時間が減少すること．一方で、国語・社会・算数・数学・理科・保健体育・外国語の教科の時間数が増

加している点である．この時間数の増減の背景には、各教科での学習を踏まえ、総合的な学習の時間における

教科などを横断した課題解決的な学習や探求活動の質的な充実が図られることとなっている． 

これまで河川管理者の出前講座は、総合的な学習の中の数時間を担当することが多いため、これらの改訂に

より河川環境教育の機会が減少することが懸念された．そこで、小中学校での各教科と河川情報・環境教育と

の関わりを再整理するために、表-1 に示すように、小・中学校の新学習指導要領の記述から、河川情報・環

境教育に関わるキーワードの抽出を試みた．自然環境や環境保全に関する内容は、多くの教科に含まれ、 

キーワード 河川情報，環境教育，学習指導要領，理科，社会，保健体育 
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小学校
教科

新学習指導要領の記述から抽出した
河川情報・環境教育に関連するキーワード

［3・4学年］身近な地域 ，飲料水，電気，廃棄物，
節水や節電，下水，風水害
［5学年］環境の保全，自然災害，水質の汚濁，自
然環境
［6学年］古墳，身近な公共施設，災害復旧

［3学年］算数的活動：kmなど

［4学年］算数的活動：角度（°）,k㎡など

［6学年］算数的活動：縮図や拡大図

［3学年］身近な昆虫や植物，身近な自然の観察

［4学年］身近な動物や植物，自然界の水，川，自
然環境
［5学年］流水の様子，水量，自然災害，流水の働
き，水中の小さな生物，流水の動き，流れる水，
川の様子，流れる水の速さや量，川の上流と下
流，川原の石，増水，台風と降雨

［6学年］水が循環，流れる水の働き，川，自然環
境

生活 ［1・2学年］身近な自然

図画工作 ［1・2学年］身近な自然物　3・4学年身近な材料

体育 水辺活動などの指導

［1・2学年］身近な自然

［5・6学年］自然環境，自然体験

総合学習 自然体験

特別活動 ［学校行事］自然体験

社会

算数

理科

道徳

災害に関する内容は、特に小・中学校の社会、中学の保健体育にみられる．また、改訂内容から、下記に示す

環境保全や災害については、更なる河川情報の活用が考えられる． 

・ 中学社会・地理的分野、理科第 1・2 分野では「持続可能な社会構築のためには地域における環境保全の

取り組みの大切さ」や「自然環境の保全と科学技術の利用の在り方について科学的に考察し、持続可能な

社会をつくることが重要であることを認識すること」などが追加された． 

・ 中学理科・第 2分野「自然と人間」のなかで従来の調査に加え「地球温暖化や外来種にも触れること」が

追加された． 

・ 小学 5 年・社会では、「自然災害の防止の重要性について関心を深め国土に対する愛情を育てるようにす

る」が目標の記述に追加された．中学社会・地理的分野では「地域の自然災害に応じた防災対策が大切で

あることなどに考える」、中学保健体育では、「自然災害による傷害は災害発生時だけではなく二次被害に

よっても生じること．また自然災害による傷害の多くは災害に備えておくこと、安全に避難することによ

って防止できること」などの内容がより明確に示された． 

表-1 小・中学校の新学習指導要領の記述から、河川情報・環境教育に関わるキーワードを抽出 

中学校
教科

新学習指導要領の記述から抽出した
河川情報・環境教育に関連するキーワード

［地理的分野］自然環境，自然災害，防災対策，
環境問題，環境保全，身近な地域，縮尺の大きな
地図や統計
［公民的分野］社会資本の整備，公害の防止，環
境の保全，国や地方公共団体が果たしている役
割

［第1分野］自然環境の保全

［第2分野］水中の微小な生物，自然環境，自然環
境の保全，環境保全，身近な自然環境，地球温暖
化，外来種

［体育分野］水辺活動などの指導

［保健分野］飲料水，廃棄物，環境の保全，自然
災害

道徳 自然体験

総合学習 自然体験

特別活動 ［学校行事］自然体験

社会

理科

保健体育

 

３．小・中学校教育に資する 

河川情報の活用に向けて 

 河川情報の活用の機会は、総合的な学習の時間に限

らず、各教科でも可能である.例えば、社会や理科で

学ぶ環境保全については、自然再生や多自然川づくり、

水質浄化対策、外来種対策などの河川整備や維持管理

の情報が教材として活用できる．従来の教科書等では、他の地方の著名な河川を例示した教材が多いため、各

教科の目的に応じた地域の河川の情報提供が効果的である．また、社会や保健体育などで学ぶ災害については、

地域の被災情報、浸水想定やハザードマップ、インターネット情報、災害防止・災害復旧の取り組みなどが教

材として活用できる．なお、教科で扱う自然災害は火災・地震・風水害が対象となるが、特に洪水被害のリス

クが高い地域では、地域の河川情報の活用が期待される．さらに、総合的な学習では、上記のような各教科で

の学習を踏まえ、総合的な視点で川を扱うことが期待される。 
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